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研究成果の概要（和文）：本研究の主眼は「学修（習）支援に関するアンケート調査」と「ピアサポーターのト
レーニング・メソッドの開発およびその教材化」である。前者では、日本の高等教育機関を対象にして、組織だ
った授業外学修支援をしているかどうかやその運営体制、学習支援スタッフの構成やトレーニングの有無等につ
いてアンケート調査を行い、集計結果を公表した。後者では、学修支援におけるピアサポーターの能力を育成す
る目的でトレーニング・プログラムを開発した。国内外の研究および実践を参照し、とくに米国のCRLAのトレー
ニング・プログラムをベースにした12項目からなるオンライン教材を作成・公開した。

研究成果の概要（英文）：The first of our study’s two main purposes is to survey the current 
situation of the learning support center. A questionnaire survey was thus conducted on Japanese 
higher education institutions. The questionnaire items are, for instance, whether learning support 
is provided outside the classroom, the management system, the composition and training of management
 staff, and so on. The aggregate results have been displayed on the Internet. The second purpose is 
the development of training methods and educational materials for peer supporters. A training 
program was thus developed, aiming to cultivate peer supporters’ ability to support learning. We 
created online materials consisting of twelve items with reference to research and practices in 
Japan and overseas, especially based on the CRLA training program. The program has been released on 
the Internet.

研究分野： 教育工学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
「 学修（習）支援に関するアンケート調査」高等教育機関における学修（習）支援の状況をデータ化した点、
またこれにより同分野の今後の発展や展開につながる情報を提供したという点に学術的意義があった。
「ピアサポーターのトレーニング・メソッドの開発およびその教材化」ピアサポーターには育成が必要である
が、トレーナーやトレーニング・プログラムが不足しているのが当初の状況だった。本研究は、メソッド開発と
いう面においてチュータリング研究に寄与する。またピアサポーターによる学生の学びを向上させ、ひいては高
等教育機関における学修支援の教育効果を高めるという点において社会への貢献が認められるといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
 研究開始当初の高等教育機関における学修（習）支援センターの状況を説明する。大学のユ
ニバーサル化が進む日本の高等教育機関では、入学者のバックグラウンドの多様化や大学の質
保証、単位の実質化等により、従来とは異なるニーズをもつ学生の増加が続いていた。そのた
め学習面への支援や学習環境の整備が大きな課題になっていた。自主学習活動を支えるいわゆ
る学修（習）支援センター（以下、センターとする）は、この問題に対応する手段の一つとし
て注目されるようになった。日本におけるこのようなセンターの設置は 1998 年にその嚆矢を
みることができるが、私立大学を中心に全国的な広まりをみせ始めるのは 2000 年代前半以降
になる 1)。そして 2010 年代後半には、私立・国公立を問わず多くの大学でセンターが開設さ
れるようになった 2)。 
 このようなセンターの目的はひとことでいえば「学生の学習活動のサポート」だが、その形
態は大学により異なる。たとえば学生の利用形態で大別すると、主に①予約制、② 常時開放、
③ ICT を活用（対面ではない）、④ 必要に応じて開設（常設ではない）、の 4 種類になるだろ
う。また運営スタッフの構成でみるなら、① 教員、② 職員、③ 学生（大学院生含む。以下、
ピアサポーターとする）、④ 外部スタッフ（企業に委託等）に分けることができ、①～④を組
み合わせて運営する場合もある。さらに大学によっては、センターは学生への直接的な学習の
サポートを行う場ではなく、入学前学習や初年次教育、教材やカリキュラムの開発など、大学
全体の教育改革に携わる機関として設置されているケースもある。さて、センターの形態につ
いて上述のように分類したが、全国でどれだけの数の高等教育機関がセンターを設置している
か、また各教育機関の運営体制やサポート内容などの具体的な情報については不足しているの
が当時の状況だった。 
 さらに、センターのスタッフとして学生を雇用するケースがある。この場合、ピアサポータ
ーはチュータリングに関するトレーニングを経ていることが望ましい。しかし前述のとおり、
各センターでそういったトレーニングが実施されているのかどうか、されているとすればその
プログラムはどのようなものなのかといった情報は十分とはいいがたかった。またトレーニン
グを実施している大学においても当然ながらプログラム内容はその機関のニーズや方針に則っ
たものであり、他学が同じ内容を実施するのは難しい場合も多かった。こういった状況から、
ピアサポーターのトレーニングに関する調査やそのメソッドの共有・開発もまた必要であると
考えられた。 
 つまり、当時の高等教育機関においてセンター設置の需要は高まりをみせ、かつ設置してい
る場合その形態は教育機関によってさまざまだった。また高等教育機関の実態調査は多種にわ
たり行われているが、センターのあり方に特化したものはあまり見受けられず、ピアサポータ
ーに関しても同様だった。センターの新設が続く 2010 年代後半以降、学修支援を取り巻く状
況は急速に変化していくだろう。このような仮定から、過渡期であるこの時期にセンターおよ
びピアサポーターに関する情報を全国レベルでとらえること、またピアサポーターへのトレー
ニング・メソッドを確立することが重要であると考えられた。以上が、本研究に着手するにい
たった背景である。 
 
２．研究の目的 
(1) １で述べたように、さまざまな特性や背景をもつ学生の増加にともない、高等教育機関に
おいて授業外で学修のサポートを行うセンターの設置が進んでいる。この傾向を踏まえたうえ
で、本研究ではセンターの運営の向上、つまりはセンターを利用する学生（以下、チューティ
ーとする）に対してよりよい学習環境を提供することを目的として、研究 A「センターに関す
るアンケート調査」、研究 B「ピアサポーターのトレーニング・メソッドの開発と教材化」を行
う。 
 
(2) 研究 A「センターに関するアンケート調査」： 日本の高等教育機関におけるセンターの
形態について、設置の有無や運営方式、スタッフ構成、学生の利用形態、センター・スタッフ
へのトレーニング等についてのアンケート調査を行う。このような情報を収集することは、セ
ンターに関する基本的なデータが潤沢であるとはいえない状況において意味があるといえる。
なお研究代表者は、勤務校でセンターの運営に 2007 年度から関わっている。この間、センタ
ーの改善や発展のために他学の知見を得ること、および大学間での情報交換の重要性を痛切し
てきた。さらに、学会や視察で個別具体的な事例を知ることはできても、全国的な動静や傾向
を俯瞰することは難しい。したがって本研究では、アンケート調査と結果の公開を通じて各教
育機関が必要な情報を入手できるようになること、また同分野の発展に貢献することを目的と
した。 
 
(3) 研究 B「ピアサポーターのトレーニング・メソッドの開発と教材化」： センターでは、
チューティーの学修を支援するスタッフとして、おなじ学生をピアサポーターとして雇用する
場合がある。ピアサポーターになる学生は、基本的に成績が優秀だったり他者を手助けしたい
というモチベーションが高いことが想定されるが、高等教育機関における学修アドバイスに関
してなんらかの訓練を受けたことがある者は少ないだろう。しかしピアサポーターが充分に力
を発揮するには、その能力を育成する必要がある 3)。日本よりセンターの設置がさかんなアメ



リカ合衆国 4)においては、このような考えから CRLA（College Reading & Learning 
Association）や NCLCA（National College Learning Center Association）などの団体におい
てチューターやトレーナーの能力開発プログラムの研究がなされている。一方、日本ではそう
いったプログラムやチュータリングのメソッドは数が少なく、また実施している大学があって
もその手法が汎用的であるとはいえないのが現状だ。こういった問題意識から、本研究ではピ
アサポーターとしての能力の向上を目的として、そのトレーニング・メソッドを開発する。ま
たそのメソッドを教材として公開することを計画した。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究 A「センターに関するアンケート調査」： 全国の高等教育機関を対象として、学修
（習）支援センターに関するアンケート調査を実施する。調査対象は日本国内の専門学校を除
く高等教育機関（国公立および私立大学、短期大学、高等専門学校）である。アンケートは、
紙の調査票を送付するとともに同一の質問を Web でも公開し、オンラインで回答することもで
きるよう設定する。またアンケート項目は、これに先立って行われた日本リメディアル教育学
会員を対象にした学修支援関連のアンケート結果を専攻研究として活用する。調査データの回
収後は、集計結果を回答した教育機関が特定されないかたちで公表する。 
 
(2)研究 B「ピアサポーターのトレーニング・メソッドの開発およびその教材化」： おなじ立
場にある者に対して手助けをするという意味での「ピア」として、大学生の能力を育成するた
めの先行研究は、学生生活支援から留学生支援まで多岐にわたって行われている。そのなかで
の本研究の特色は、①学修支援に特化する、②特定の教科・科目によらないトレーニング・メ
ソッドを開発する、の 2 点にある。日本において、学修支援に主眼をおいた学生向けの教材が
少ないことは前述のとおりである。また教材があったとしても、特定の領域や科目に特化して
いる場合がほとんどだろう。たしかにピアサポーターが実際に学修アドバイスをする際は、担
当する科目や領域が限定されることが多い。しかしどの領域に関わることになるにせよ、チュ
ーティーに応対する際にピアサポーターとして必要とされる共通の能力があるはずだ。この仮
説のもと、本研究は前述の共通能力をファシリテーション能力であると仮定し、ピアサポータ
ーのトレーニング・メソッドを開発する。 
 開発のために、まず実際にトレーニングを行っている国内のセンターを見学しその手法や運
営方法などをヒアリングする。またアメリカ合衆国の大学やコミュニティ・カレッジを訪問し
知見を得るとともに、CRLA や NCLCA などの学会に参加し情報収集に努める。最終的には、
CRLA による ITTPC（International Tutor Training Program Certification）の Level15)をベ
ースにし、日本のセンターにおいて有効だと考えられるプログラムのパイロット・ケースを作
成する。さらにこのパイロット・ケースを用いたピアサポーター・トレーニングを行い、トレ
ーナーおよびピアサポーターからのフィードバックを反映させ、現場でのニーズにより即する
かたちでの改修を行う。 
 
４．研究成果 
(1) 研究 A「学修（習）支援に関するアンケート調査」： アンケート調査の概要は４-(1)の文
末に記したとおりである。なおこの調査における「学修（習）支援の定義」は、「組織として学
生の学修（習）をサポートする活動全般を指します（教員等が個人の裁量で行っているサポー
トは含みません）。ラーニングコモンズのように複数の組織が連携して行っているものは該当し
ます」（本アンケート調査票より）とした。 
 集計結果だけをみると、学修支援を実施している教育機関は 363 中 307 であり優位に思える
が、そもそもセンターを有する教育機関が積極的に回答したとみるのが妥当だろう。その他の
主だった項目を挙げると、「学修（習）支援を実施していない理由」は、大別すると「センター
を設置せず対応（教員の個別面談など）」および「センターの必要性が認識されていない」であ
った。学修支援の分野別にみた場合、もっとも多かったのが「理数系科目」、次に「外国語」、
「ライティング」と続く。実際に学生への学修（習）指導に直接関わるスタッフの構成は教員
が圧倒的に多く、次に職員、学部生および大学院生となる。学修支援スタッフへのトレーニン
グは、実施していないが 363 中 211 と大多数を占めている。今後は、このデータを基にした高
等教育機関における学修支援の現状分析を行っていきたい。また学修支援における形態の経年
変化を追うことで、日本におけるセンターの変遷を探っていきたいと考える。 
【アンケート調査概要】 

調査期間： 2018 年 2 月 1 日～3 月 31 日 
調査対象： 日本国内の専門学校を除く高等教育機関（国公立および私立大学、短期大学、   
  高等専門学校） 
調査方法： アンケート調査票（用紙の返送もしくはインターネット回答を選択） 
送付件数： 1,159 件 
※ 複数のキャンパスがある大学の場合、メインと考えられるキャンパスにアンケート調

査票を送付した。ただし独立性が相当高いと考えられたり、キャンパス数が極端に多
い大学の場合はその限りではない。送付件数は、学生募集を停止して二年以上が経過
していたり在学生が最終学年以上のみであると推定される機関、また郵便物が返却さ



れたものなどを除いた総数となる 
有効回答数： 363 件 
質問項目数： 24 問 
集計結果： 日本リメディアル教育学会ホームページ「『学修（習）支援に関するアンケ 
  ート調査』報告」で公表（2020 年 3 月現在） 

 
(2)研究 B「ピアサポーターのトレーニング・メソッドの開発およびその教材化」： 全 12 回の
オンライン・トレーニング・プログラムを開発した。1 回のトレーニング内容は、(1)動画教材、
(2)学習ノート、(3)ワークシートで構成されている（図 1）。(1)動画教材では、その回で学ぶべ
き内容を提供する。(2)学習ノートは(1)の要点をまとめたものであり、学習者が自分でノートテ
イキングして完成するようになっている。(3)は、(1)の内容を復習・実践するためのワークであ
る。本教材はピアサポーターが一人で学習できることがコンセプトになっているが、トレーナ
ーの元で複数のピアサポーターが対面でトレーニングを行うケースもあると想定される。その
ため(3)のワークには、個人で行うものと複数人で行うものの両方が取り入れられている。なお
研究当初はこのプログラムを初級編、中級編、上級編に分けることを予定していたが、実際に
プログラムを作成するなかで、ピアサポーターの経験値によって分けるよりも同一プログラム
のなかで学び合いが起こるほうがより学習効果が高いという結論にいたったため（複数人で学
ぶ場合）、教材をレベルで区分する方式をとらず一本のプログラムとした。 
 

図 1 オンライン教材目次の例 
 

  
 
 
 高等教育機関における学修支援の、とくにファシリテーションに関しては、教員等を含むト
レーナー向けの手引書はともかく、学生が自分自身のみで進められるかたちで日本語で書かれ
た教材はけっして豊富であるとはいえない。したがって学生単独でも学ぶことができる教材の
開発は、ピアサポーターによる学生の学びを向上させ、ひいては高等教育機関における学修支
援の教育効果を高めることに寄与すると考えられる。今後は、フィードバックに基づくプログ
ラムのさらなる改修や、学修支援の効果測定について研究を行う予定である。また本プログラ
ムは、高等教育機関に向けたオンライン教材を提供している団体と連携するなど、より広範囲
に活用されるようはたらきかけていくことを計画している。なお本プログラムはオンラインで
公開している（2020 年 3 月現在）。 
【オンライン・チューター・トレーニング（OTT）目次】 

第１回 チュータリングの定義とチューター責任 
第 2回 チュータリングの基本ガイドライン 
第 3回 チューターセッションの開始および終了の技法 
第 4回 成人学習者の学習スタイル（傾向） 
第 5回 困難な状況への対処 
第 6回 ロールモデル（模範） 
第 7回 タイムマネジメント／学習計画作成 
第 8回 コミュニケーションスキル 
第 9回 傾聴と言い換え 



第 10 回 リフェラルスキル 
第 11 回 批判的思考力のスキル 
第 12 回 チュータリングと倫理 
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